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This study clarified the learning outcomes of physical education (PE) courses, particularly their perceived benefits and physical 
activity, based on the learning style and method immediately after the first wave of coronavirus disease (COVID-19) occurrence. 
Between July and August 2020, a web-based survey was conducted on 5,719 of university students majoring in subjects 
other than PE. The survey contents evaluated the students' basic attributes, such as whether or not they participated in sports 
club activities, the status of and satisfaction with PE courses, their scores in the Perceived Benefits in university First-Year 
Physical Education (PBS-FYPE: Nishida et al., 2016) classes and the Japanese version of the International Physical Activity 
Questionnaire-Short Version (IPAQ-SV: Murase et al., 2002), and their perceptions of PE learning. According to study results, 
the courses' satisfaction level was 2.92 of 5 grades, PBS score was 65% of the standard value, and "understanding the value 
of cooperative play" score was less than 50% of the standard value. The average of total physical activity in nonathletes were 
37% and 28% lower for men and women, respectively, than the earlier research standards, and the median was well below the 
23 METs·hour/week standard prescribed by the 2013 Japanese official physical activity guidelines for health promotion. Two-
way analysis of variance revealed that the interaction between learning style and method was significant for the majority of 
the subscales of PBS-FYPE. In addition, some of the subscales showed significantly higher PBS scores in real-time interactive 
classes than in on-demand classes, and in both practical skills and lectures classes than in lectures-alone classes. Significantly 
higher physical activity was shown in both practical skills and lectures than lectures alone in real-time interactive classes, but 
not in on-demand classes. The text-mining analysis of free descriptions of PE courses revealed that online courses involved 
lessons on right exercise methods and provided opportunities for students to think about a healthy indoor lifestyle. In conclusion, 
the outcomes of the online PE courses conducted during the COVID-19 pandemic situation scored significantly low in student 
satisfaction, perceived benefits, and physical activity compared to the corresponding results obtained during the pre-COVID-19 
period. Moreover, the study suggests that real-time interactive, rather than on-demand, and classes including both practical skills 
and lectures produce higher learning outcomes than lectures alone.
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問題と目的

2019年12月に中国湖北省武漢市にて原因不明の肺炎と
して現れた新型コロナウイルス感染症（the coronavirus 
disease 2019：以下，COVID-19）は，瞬く間に欧州，北米，
中南米，アジア等の世界各国・地域で爆発的に拡大し，翌
年3月には世界保健機関（WHO，2020）はパンデミック（世
界的な大流行）に相当することを発表した．

わが国では2020年1月に COVID-19が初めて確認され
て以降，全国各地で感染患者が日に日に増加し，ついに新
規感染者は1日あたり300名を超え，4月7日には緊急事態
宣言が発出された（首相官邸，2020）．以降，対象地域の
拡大や限定，期間の延長がなされ，宣言は5月25日まで継
続された．その間，国民には不要不急の外出自粛の要請が
なされ，在宅勤務や自宅におけるテレワークや Web 会議，
そして人とのかかわりを極力減らす行動が推奨され，従来
とは異なる生活が強いられた．さらに，専門家会議からの
提言に則り，'新しい生活様式'の提案がなされ（厚生労働省, 
2020），感染症への対応が長丁場となることを見据えてコ
ロナ禍における日常生活や働き方などの切り替えの必要性
が訴えられた．

COVID-19 が学校教育および大学教育へ落とした影
COVID-19の全国的な感染拡大により，小中学校等の9

割以上は新学期開始直後に長期の臨時休校を強いられ，ま
た，学校再開後も分散登校や短縮授業などが続いた．さら
に，子どもたちの夏季休業は例年の半分以下に短縮され，
休校期間を補完するために猛暑の中で授業が行われた学校
も少なくなかった．新学期が始まった後も主にマスク着用
による感染対策や運動会をはじめとする行事の中止や縮小
などが続いた．これらは，COVID-19から生命と健康を守
る上での必要不可欠な学校運営上の措置であるが，その反
動として子どもたちの学習習慣やゲームや動画の視聴時間
などの生活習慣（リズム）の乱れなどが生じ（国立成育医療
研究センター，2020b；ベネッセ教育総合研究所2020），
学校教育活動や家庭生活などに多大な影響を与え続けてい
る．

同様に，大学の教育活動も全般にわたり影響を受け，従
来のキャンパスライフは一変した．大多数の大学では従来
の方式による卒業式や入学式は中止や変更となり，また新
学期の授業開始日は大幅に延期され，さらに大学キャンパ
スへの入構規制も継続されることとなった．また，大半の
大学ではオンラインによる遠隔授業が中心となり，学生は
自宅等の PC の前で一人きりで受講することから遠隔授業
に不安に覚え，さらに孤独や閉塞感を比較的高い割合で捉

えていた（静岡文化芸術大学，2020）．また．さらに，大
学内での運動部や文化部，そして各種クラブ活動等の課外
活動も制限を余儀なくされた．一度も大学に通学できてい
ない新入生も少なくなく，また同級生とも顔を合わせてい
ない学生も存在する．とりわけ，新入生において然るべき
体験や学修ができていないことは，今後の高等教育等にお
ける学びを阻むことが甚だ懸念される．

コロナ禍における大学体育授業の主観的恩恵を明らか
にする必要性

ところで，わが国の大学教育における体育科目の開講
率はおよそ98% に上り，そのほぼすべてで体育実技が実
施されている（梶田ほか，2018）．このことからも初等中
等教育以降も体育は，継続・発展的な学びが必要となる科
目と位置づけられ，さらに実技・実習による学びが中核と
なっていると捉えられる．従来，体育授業（以下の体育授
業という語は，大学における体育授業を意味する）の受講
に伴い身体的効果，精神的効果，社会的効果，そして日常
生活での運動行動の促進効果を獲得できることが先行研究
のレビューより確認され（全国大学体育連合，2010），ま
た，学びの主体である学生による自由記述を解析した研究
から体育授業を通じて友人関係の形成・拡大，運動の実
施頻度の増加，楽しさの実感，そして，体力増強など多
様な学びを修得できることが示唆されている（西田ほか，
2015）．加えて，体育授業は学問的適応および社会的適応
の役割をも果たし得ること（木内 , 2012），さらに，大学適
応感へ肯定的影響を及ぼすことが報告されており（西田ほ
か，2016），とりわけ，初年次学生にて極めて重要な学修
機会と捉えられる．

前述したとおり COVID-19の感染拡大は大学教育全般
に大きな影響を与え，体育授業でも不開講や開講時期の変
更，シラバスの変更，実施種目の変更，さらにオンライン
等の遠隔授業への変更など，各大学はかつてない劇的な変
化を余儀なくされた（全国大学体育連合 , 2020）．とくに，
遠隔授業については，20年以上前から高等教育の制度上
に位置づけられ（文部科学省，1997），他科目において対
面授業との比較や学習意欲の向上や成績，学生評価の向上
の可能性，教員の視点による授業実施の評価など（谷田貝・
坂井，2006；石田ほか，2008；森下・新村，2011）が徐々
に明らかにされてきた．しかし，わが国の体育授業では実
技・実習科目の性質上，コロナ禍の遠隔授業の実施報告

（e.g. 小谷 , 2020）が端緒についたばかりで，遠隔授業実施
に伴う受講生の学修成果についての検証は現時点では見当
たらない．

上述した体育授業により得られる教育効果や学修成果
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は，当然ながらプレコロナ期に検証された知見であり，コ
ロナ禍にて体育授業を受講した学生の学修成果，すなわち，
いかなる観点において，どの程度の学びを修得したかに関
する主観的恩恵に関する知見は現時点では皆無である．学
修成果として主観的恩恵に焦点をあてた理由は，受講生の
様々な状況における体育授業での学びの内容とその程度を
授業者が具体的かつ客観的に把握することにつながり，そ
れらを踏まえて以降の体育授業の改善に向けた学修目標や
授業内容，そして授業形態等を再設定する契機になると考
えたためである．同時に，体育授業の主観的恩恵は大学適
応感に肯定的な影響を及ぼすことから（西田ほか，2016），
受講者の大学適応の状況をも捉える手がかりとなるものと
考えたためである．感染の波は今後もくり返し押し寄せる
ことが懸念され，また，たとえ COVID-19が収束したと
しても世界のどこかを起点に新たな感染症が発生し，拡大
する可能性も考えられる．加えて，自然災害や人為的災害
等によって学生の学びが停滞することも懸念される．これ
らから，今後の社会では「パンデミック・レディ」や「ディ
ザスター・レディ」という考え方を背景として，パンデ
ミックや自然災害等への準備を整えることが求められ，ま
た有事の仕組みを平時の仕組みに組み込む等の備えを欠
かすことができない．さらに，現代は変動性（Volatility），
不確実性（Uncertainty），複雑性（Complexity），曖昧性

（Ambiguity）の頭文字にて表現される，先行きが不透明で
将来の予測が困難な状態として捉えられる VUCA の時代
が急速に進展しており（OECD, 2018），社会のさまざまな
課題解決に向けた学生の自律的な成長に資する体育授業を
探求し続ける必要もある．これらのことから，コロナ禍の
体育授業の受講実態や受講態度などを調査し，そこから得
られた学修成果を実証的に理解することは，今後の体育授
業の具体的な教育方針を決定し，それを実行する上で大き
な意義がある．

コロナ禍における大学生の身体活動状況を把握する必要性
中学生から社会人までの幅広い年齢層のなかでも，大学

生の生活習慣は他の年代と比較して著しく劣ることが報告
されている（徳永・橋本，2002）．生活習慣の中でも身体
活動は他の健康行動への影響の大きいことが指摘されてお
り（Boutelle et al., 2000 ; Costakis et al., 1999），身体活動
状況の把握は必須といえる．なぜなら，コロナ禍において
大学生は，オンライン授業を含め，例年以上にスクリーン
タイムの増加を余儀なくされたことから，身体活動の低下
や座位行動の増加が懸念されるからである．

また，健康づくりのための身体活動基準2013（厚生労
働省，2013）では，3メッツ以上の強度で週あたり合計23メッ

ツ・時の活動量が生活習慣病の予防に必要であるとの提案
がなされている．今回のコロナ禍において，大学生の身体
活動がどの程度であったかを把握できれば，過去の大学生
データとの比較からその影響をある程度具体的に提示でき
る．また，コロナ禍での大学体育授業の開講形態や内容と
学生の身体活動の関係を調べることで，いまもなお先の見
えない状況において，体育授業設計の方向性を示すことが
できると考えられる．

本研究の目的
以上より，本研究では新型コロナウイルス感染症第１波

の流行直後（2020年4月から8月にかけての前期期間）にお
ける体育授業の受講に伴う学修成果，とりわけ，主観的恩
恵と身体活動について，受講実態（主に授業形態，授業形
式，授業内容）を踏まえて明らかにすることを目的とした．
本研究の実施によりウィズコロナ期およびポストコロナ期
における学修成果の向上のための体育授業の新たな視点を
提供できると考えられる．

方　法

対象者
国公立私立の大学の体育・スポーツを専門とする学部以

外の学部に在籍し，一般（教養）体育授業を受講した学部学
生を対象とした．本調査への回答の協力を得られた6,443
名のうち，上記の対象以外の者，回答漏れがあった者，不
適当な回答をした者，そして，対象となる科目で5回以上
の欠席者および同一回答を2度以上送信した者のうち最新
の回答以外を除外し，最終的に5,719名（88.8%）を対象者（有
効回答者）とした．

調査内容
1）基本的属性

対象者の基本的属性について，在籍大学名，在籍学部・
学科名，性別，年齢，学年，過去の運動部活動経験（中学・
高校・大学の運動部活動への所属有無），無関心期から維
持期までの運動行動の変容段階（岡，2003），健康の自己
評価（門田，2002），そして，国立成育医療研究センター

（2020a）を参考に行動自粛期間中における生活の規則性（自
粛期間は生活が不規則になったと感じているか）を尋ねた．
2）対象者の受講態度

対象者の受講態度について，受講に際する不安感（5段
階評定，'1：ぜんぜん不安を感じなかった～5：かなり不
安を感じた '），積極的態度（4段階評定，'1：積極的とは思
わない～4：積極的と思う '），受講満足度（5段階評定，'1：
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ぜんぜん満足しなかった～5：とても満足した '），そして
体育授業の欠席回数について尋ねた．
3）体育授業の受講状況

体育授業の受講状況を調べるため，授業形態（対面授業
／遠隔授業：遠隔授業の型＜同時双方向型／オンデマン
ド型／同時双方向型とオンデマンド型＞；その他の形態），
授業形式（実技のみ／講義のみ／実技と講義の両方／その
他の形式等），授業内容（実技種目：球技系／ラケット系／
体操・ダンス系／トレーニング系／レクリエーション系／
その他の系等；実技種目は未受講）について尋ねた．また，
科目の特性（必修または選択）について尋ねた．
4）体育授業の主観的恩恵評価尺度

体育授業の学修成果を測定するため，西田ほか（2016）
により作成された「初年次体育授業の主観的恩恵評価尺
度（Perceived Benefits Scale in university First-Year PE 
classes：以下，PBS-FYPE）」を使用した．PBS-FYPE
は，体育授業の受講による恩恵をどの程度知覚しているか
を評定することを目的として開発され，「運動スキル・練
習方法の習得（以下，運動スキル）」，「協同プレーの価値理
解とコミュニケーション能力の向上（以下，協同プレー）」，

「ストレス対処とポジティブ感情の喚起（以下，ストレス対
処）」，「体力・身体活動の増強（以下，体力・身体活動）」，

「規則的な生活習慣の確立（以下，規則的な生活習慣）」の
5下位尺度計25項目から構成されている．下位尺度名の略
記は，中須賀ほか（2020）に倣った．回答方法は，' 全くあ
てはまらない（1）' から ' 非常によくあてはまる（7）' まで
の７件法であり，得点が高いほど各側面の恩恵を強く知覚
していることを意味する．なお，各下位尺度の得点範囲に
ついて，「運動スキル」，「協同プレー」，「体力・身体活動」
は6～42点，また，「ストレス対処」は4～28点，そして，「規
則的な生活習慣」は，3～21点である．PBS-FYPE は，種々
の検証結果より十分な信頼性と妥当性を備えていることが
確認され（西田ほか，2016），近年，体育授業の学修成果
の要因解明のために用いられている（橋本・荒井，2020；
中須賀ほか，2020）．また，英語版 PBS-FYPE の作成が
試みられ（Nishida et al., 2019），英語圏における体育授業
の主観的恩恵評価に使用可能となっている．
5）体育授業での学びに関する質的回答

体育授業での学びをより具体的に把握するため，「コロ
ナ禍の体育授業で，多く学べたこと，深い学びができたと
思うことはどんなことですか．」という問いを設け，学修
内容についての具体的な回答を自由記述により求めた．回
答の文数や文字数には，とくに制限は課さなかった．
6） 国 際 標 準 化 身 体 活 動 評 価 票 (International 
Physical Activity Questionnaire: IPAQ) 

身体活動量の評価には，WHO のワーキンググループに
より作成された IPAQ Short Version (IPAQ-SV) の日本語
版（村瀬ほか，2002）を用いた．IPAQ は平均的な1週間の
10分以上連続した歩行や中等度および高強度の身体活動
実施に関する，1日あたりの合計時間と，1週間あたりの
日数（頻度）の積から，歩行と中等度 ･ 高強度それぞれの身
体活動量ならびにそれらの和から総身体活動量を求めるも
のである．1日あたりの平均座位時間を問う設問も含まれ
ている．また，分析アルゴリズムに基づき，METs・時（分）
/ 週を算出することができるため，わが国における健康づ
くり施策（健康づくりのための身体活動基準2013；厚生労
働省，2013）の示す基準（23 METs・時 / 週）と照合する
ことができる．さらに，総身体活動量の値が10 METs・
時 / 週未満の者は「低身体活動者」，50 METs・時 / 週も
しくは総高強度が30 METs・時 / 週以上の者は「高身体
活動者」，そのどちらにも当てはまらない者は「中等度身
体活動者」という3つの身体活動レベルに分類される（The 
IPAQ group, 2005）．なお，歩行を3.3 METs，中等度身
体活動を4.0 METs，高強度身体活動を8.0 METs として，
3つの身体活動およびその合計である総身体活動量を求め
た（村瀬ほか，2002）．IPAQ は高い信頼性と妥当性が確
認されており，Long Version と Short Version の信頼性
と妥当性に明らかな差異はない（村瀬ほか，2002）ことから，
比較的大規模調査となる本研究では，回答者の負担軽減を
意図して IPAQ-SV を用いることとした．

調査手続き
2020年7月中旬から8月末にかけて Google 社の提供す

る Google Forms を利用して Web 調査を実施した．調査
にあたっては，著者および研究協力者から回答者に授業時
間または授業後の時間を利用して回答フォームの URL を
周知した．2020年度前期の最終回の授業時または授業後
に回答するよう依頼した．回答フォームの冒頭には，調査
目的ならびに回答方法を記載した．加えて，回答協力は自
由意思により行うこと，回答に協力をしない場合もいかな
る不利益も受けないこと，成績とは一切関係がないこと，
また，調査目的に応じて集計され学術雑誌等にて公表され
ることから個人としての回答が公表されることは一切な
く，回答は無記名であり，プライバシーは完全に保護され
ることの説明を明記し，これらの説明について同意した場
合のみに回答するよう依頼した．なお，本研究は，第一著
者の勤務する大学内の研究倫理審査委員会の承認を得て実
施された．

ところで，Web 調査はデータの量と質の両方を保証さ
せうる有効な手段であることは間違いないが，一方で望
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ましくない回答行動とされる努力の最小限化が生じ，デー
タが毀損しかねないことが指摘されている（三浦・小林，
2015）．このことから，三浦・小林（2018）を参考に尺度項
目を精読しない努力の最小限化を検出するための方法であ
る Directed Question Scale（以下，DQS）を調査項目に加
えた．DQS について，具体的には，' この項目は「5．と
てもあてはまる」を選択して下さい'および'この項目は「1．
まったくあてはまらない」を選択して下さい ' という2項
目を準備し，適切な回答が選択されなかった場合は分析対
象者からは除外した．

分析手順
統計解析には IBM SPSS Statistics Version 25 .0 for 

Windows を使用し，有意水準は5% 未満とした．PBS-
FYPE 標準得点との差異については，1サンプル t 検定に
より分析を行った．PBS-FYPE 得点の差異については，
授業形態と授業形式を独立変数とした２要因分散分析を行
い，交互作用が有意となった場合は単純主効果の検定を
行った．また，遠隔授業の PBS-FYPE 得点の群間差につ
いては1要因分散分析を実施し，有意な群間差が見られた
場合は Bonferroni 法による多重比較検定を行った．主観
的恩恵と受講満足度との関連については，Pearson の積率
相関分析および偏相関分析を行った．

また，自由記述の分析については，テキスト型データを
統計的に分析するためのフリーソフトウェアである「KH 
Coder」（樋口，2004）を用いて分析した．データ分析の手
順として，最初に質問項目と無関係な回答および質問項目
に含まれる文言を削除したうえで，平がなやカタカナを可
能な限り漢字表記に変換し，同一の単語に整理した．同様
に，' 筋トレ ' と ' 筋肉トレーニング ' を ' 筋力トレーニング '
に，' 屋内 ' を ' 室内 ' に，そして，' オンライン ' と ' リモー
ト ' を遠隔になど同義語の記載を統一した．次に，自由記
述回答に含まれる単語の出現頻度や単語間の関連性につい
ては，単語同士のつながりを可視化するために共起ネット
ワークを描画する機能を利用することとした．共起ネット
ワークとは，ある単語がどの単語と共に使用（共起）されて
いる頻度が高いかを太さの異なる線で結び図として表した
網目（ネットワーク）を意味している．共起ネットワークの
設定は，同じセルに出現する語を共起しているとみなし，
描画する共起関係数は出現回数上位50位以内とした．また，
強い共起関係ほど太い線で描画し，出現数の多い語ほど大
きい円で描画する設定とした．また，語の色分け方法とし
て，比較的強くお互いに結びついている部分を自動的に検
出し，グループ分けを行うサブグラフ検出（modularity）の
手法を用い，グレースケールによる表現に設定した．

さらに，身体活動と座位時間の性差については対応のな
い t 検定を，身体活動レベルと身体活動基準充足率の性差
についてはχ2検定を，授業形態（同時双方向型 / オンデマ
ンド型）×受講形式（実技と講義の両方 / 講義のみ）との関
係については二要因分散分析を，それぞれ採用した．

結　果

対象者の特徴
対象者の基本的属性について，基礎集計結果を表１に示

した．まず，対象者の性別は男性62.4%，女性36.7％であっ
た．年齢は18歳から42歳までの範囲となり，平均年齢は
18.7歳（SD=1 .1）であった．学年は1年次が89.3% と最も
多かった．次いで，対象者は39大学のいずれかに在籍し，
内訳として国立大学に52.2%，私立大学に41.3%，そして，
公立大学に6.5% 在籍した．地域区分について，関東地方
の対象者が最も多く（40.0%），次いで近畿地方（33.2%），
中国・四国地方（18.6%）などと続いた．なお，北海道地方
の対象者は含まれなかった．また，在籍学部については
工学部（15.4%）への在籍が最も多く，次いで情報理工学

（14.0%），理工学（11.6%）など多岐にわたる78学部に在
籍した．

また，対象者の運動経験や健康状態などに関する特徴を
あわせて表１に示した．これまでの運動部活動経験は中学
校と高校時での経験者が最も多く（46.2%），また，運動行
動の変容段階では，準備期（34.0%）と関心期（26.7%）で約
6割を示した．健康の自己評価について，「まあ健康である」
者が半数を超え最も多かった．加えて，行動自粛期間中に
おける生活の規則性について，「不規則となった」者が最
も多く（45.1%），一方，「不規則にならなかった」者は9.5%
であった．「どちらかと言えば不規則となった」を含めると，
対象者の3/4は生活が不規則となったことが示された．　

対象者の受講態度
対象者の受講態度を明らかにするため，受講態度などを

問う項目についての基礎集計を行い，その結果を表2に示
した．最初に，体育授業の受講に伴う不安感について，少
し以上の不安を感じ受講した者は約2割であり，一方，不
安を感じずに受講した者は4割弱であった．また，体育授
業の受講時の積極的態度について，積極的な態度を有した
者は７割弱であり，消極的な態度はおよそ3割であった．
さらに，受講後の受講満足度について， 5段階評定の平均
値は2.92（SD=1 .15）を示した．内訳として，約3割は満
足に至った一方，約3割は満足には達しておらず，さらに
約3割は ' どちらとも言えない ' の中間に評価した．最後に，
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受講者の欠席は1～4回の範囲で（M=0 .11 , SD=0 .44），9
割以上の対象者は無欠席であった．

体育授業の受講実態（授業形態，授業形式および授業
内容）

体育授業の受講実態を明らかにするため，関連変数の基
礎集計を行った．最初に，授業形態（対面／遠隔；遠隔の
型＜同時双方向型／オンデマンド型＞等）では（表3），対
象者の9割弱は遠隔授業を受講しており，中でも動画の視
聴や資料の提示などによるオンデマンド型（44.4%）を最も
多く受講した．また，授業形式（実技／講義／実技と講義
の両方等）では，「講義のみ受講」，そして，「実技と講義の
両方を受講」が約3割ずつとなった．一方，「実技のみを
受講」は約１割であった．授業内容（実技種目）では，表3
のとおり，フィットネストレーニングやフィジカルトレー
ニングなどのトレーニング系の種目を最も多く（29.3%）受
講した．次いで，体操・ダンス系の種目の受講が多かった

（14.2%）．一方，水泳系や武道系の種目の受講割合は，極

表１.　対象者の特徴（n=5,719）

表２.　対象者の体育授業に対する受講態度等の基礎集計結果

表3.　対象者の受講した授業形態，授業形式，授業内容の基礎集計結果
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めて低かった．
次に，科目の特性について，卒業のために取得しなけれ

ばならない単位となる必修科目としての受講が69.5% を
占め，選択科目や選択必修科目などのように自由に選択で
きる単位としての受講が30.5% であった．

受講実態（授業形態，授業形式および授業内容）に伴
う主観的恩恵

体育授業の受講による学修成果を明らかにするため，ま
ず，対象者の PBS-FYPE の５下位尺度得点および全体得
点について，尺度開発時に算出された標準得点（西田ほか，
2016）との平均値の差異を分析した結果，図1に示したと
おり，すべての下位尺度および全体得点にて有意な差異が
確認された．いずれも標準得点に比べ本研究の得点が低値
を示した．

また，体育授業の受講は，授業形態や形式，内容を踏ま
えて捉える必要があることから，授業形態（対面／遠隔）と
授業形式（実技／講義）の選択回答の組み合わせにより群

分けを行い，PBS-FYPE の平均値の比較を行うこととし
た．その結果，群の特徴を捉えた16群（各群の基礎集計結
果は巻末の資料1に示した）に分類された．これらのうち
有効回答数（n=4 ,914；対象者の85.9%）の1割以上（対象
者の一般化可能性に配慮した上で著者が任意に基準を設定
した）が占めたのは授業形態（同時双方向型，オンデマンド
型）と授業形式（実技と講義の両方，講義のみ）の組合せに
よる4群（オンデマンド型かつ実技と講義の両方（n=1,080；
22 .0%）；オンデマンド型かつ講義のみ（n=785；16 .0%）；
同時双方向型かつ講義のみ（n=711；14 .5%）；同時双方向
型かつ実技と講義の両方（n=614；12 .5%）であったため，
授業形態と授業形式を独立変数とした２要因分散分析を
行った．その結果，表4に示したように，まず，「運動スキル」，

「協同プレー」，「体力・身体活動」，そして全体得点にて交
互作用が有意であった．よって，これらの下位尺度の単純
主効果の検定を行った結果，ほぼすべてで共通の結果が得
られた．すなわち，授業形態の単純主効果では，オンデマ
ンド型および同時双方向型のいずれにおいても「講義のみ」

図１.　PBS-FYPE（下位尺度）の標準値と本研究の平均値（標準偏差）およびt 検定結果

表4.　授業形態△と授業形式によるPBS-FYPEの平均値および2要因分散分析結果
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に比べ「実技と講義の両方」の受講が高値を示した．授業
形式の単純主効果については，「実技と講義の両方」およ
び「講義のみ」のいずれにおいてもオンデマンド型に比べ
同時双方向型が高値を示した．ただし，「体力・身体活動」
では，授業形式の単純主効果については，「講義のみ」に
おいてオンデマンド型と同時双方向型の差異が認められな
かった．加えて，前述の2要因分散分析の結果から，「ス
トレス対処」，「規則的な生活習慣」は，いずれも授業形態
と授業形式の主効果が有意であった．両下位尺度ともにオ
ンデマンド型に比べ同時双方向型の平均値が高く，そして，
講義のみに比べ実技と講義の両方の平均値が高いという共
通した結果が示された．

続いて，授業形態（対面／遠隔）と授業内容（授業種目：
これまでの解析に倣って１割以上の対象者が回答した種目
を選択した）の選択回答の組み合わせから群分けを行い，
群の特徴を捉えた8群に分類した．これらのうち有効回答
数（n=2 ,451；対象者の42.9%）の１割以上を占めたのは，
遠隔授業の3群（オンデマンド型かつトレーニング系種目

（n=905）；同時双方向型かつトレーニング系種目（n=558）；
オンデマンド型かつ体操・ダンス系種目（n=482））であっ
た．そのため，これら3群間の差異を検討した結果，表5
に示したようにすべての PBS-FYPE の下位尺度および全
体得点にて有意な群間差が見られたため，多重比較を行っ

た．最初に，「運動スキル」，「ストレス対処」，「体力・身
体活動」および全体得点では，他群に比べ「同時双方向型
かつトレーニング系種目」が高値を示した．次いで，「協
同プレー」ではすべての群間差が確認され，「オンデマン
ド型かつトレーニング系種目」に比べ「オンデマンド型か
つ体操・ダンス系種目」が高値を示し，さらに，「オンデ
マンド型かつ体操・ダンス系種目」に比べ「同時双方向型
かつトレーニング系種目」が高値であった．そして，「規
則的な生活習慣」では，「オンデマンド型かつトレーニン
グ系種目」および「同時双方向型かつトレーニング系種目」
に比べ「オンデマンド型かつ体操・ダンス系種目」が高値
であった．

授業形態および授業形式による主観的恩恵と受講満足
度との関連

授業形態および授業形式による主観的恩恵と受講満足
度との関連を検討するため，相関係数を算出した．また，
PBS-FYPE の下位尺度間には有意な相関がみられること
から，PBS-FYPE の他4下位尺度を制御変数とする偏相関
係数を算出した．その結果，表6に示したように相関分析
においては，授業形態と授業形式から成るすべての群にて
主観的恩恵のすべての下位尺度と受講満足度との間にほと
んど相関なしから中程度の正の相関までが示された．続い

表6.　授業形態△と授業形式による主観的恩恵評価（PBS-FYPE）と受講満足度との偏相関，
相関分析結果

表5.　授業形態△1と授業内容によるPBS-FYPEの平均値および1要因分散分析結果
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て，偏相関分析の結果（表6），「運動スキル」については，
いずれの授業形態でも「実技と講義の両方」の群にて受講
満足度とほとんど相関なしであった．「協同プレー」につ
いては，「同時双方向型の授業形態かつ実技と講義の両方」
の群にて受講満足度とほとんど相関なしであることが示さ
れた．また，「ストレス対処」については，すべての授業
形態と授業形式から成る群にて受講満足度との正の弱い相
関が得られた．加えて，「体力・身体活動」については，「オ
ンデマンド型の授業形態かつ講義のみの群」にて受講満足
度とほとんど相関なしであった．そして，「規則的な生活
習慣」については，「オンデマンド型の授業形態かつ実技
と講義の両方」の群では受講満足度とほとんど相関なしで
あり，さらに，「講義のみ」の群では受講満足度とほとん
ど相関なしであることが示された．

体育授業における学びの質的回答
最初に，自由記述回答に含まれる単語の出現頻度や単語

間の関連性については，「実技と講義の両方の授業」と「講
義のみの授業」の2群に区分して分析を行った．具体的には，

授業形式として「ほぼ全回，実技のみを受講」，「ほぼ全回，
実技と講義の両方を受講」，「実技のみの回と講義のみの回
が組み合わされた授業を受講」を選択した者を「実技と講
義の両方」の群として，一方，「ほぼ全回，講義のみを受講」
と選択した者を「講義のみ」の群とした．なお，「実技と
講義の両方」の群は2,015名であり，「講義のみ」の群は
930名となった．

各群における分析結果を以下に示した．最初に，「実技
と講義の両方」の群においては，総抽出語数が26,054語，
異なり語数は1,604語であった．また，抽出された内容と
語句の出現回数を表7に示した．体育授業における学びに
関する内容として，図2に示したとおり，「室内（家）でで
きる運動（トレーニング）の正しい方法」，「健康的な生活（運
動）習慣を考える機会」，「体を動かすことの楽しさ」，「体
や筋肉の仕組み」，「遠隔より対面で実技（体育授業）が出来
ることの良さ」，「様々なスポーツの歴史や詳しいルール」，

「筋力トレーニングのやり方」，そして，「普段行わない運動」
が抽出された．

次に「講義のみ」の群については，総抽出語数が13,201語，

表7.　体育授業における学びに関して抽出された主な内容と抽出語
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異なり語数は1,047語であった．体育授業における学びに
関する内容として，図3に示したとおり，「様々なスポー
ツの歴史やルール」，「室内（家）でできる運動（ストレッチ
やトレーニング）の方法」，「体を動かすことの大切さ」，「健
康の維持増進」，「自分で調べて学ぶこと」，そして，「レポー
ト課題」が抽出された．

身体活動の性差および健康づくりのための身体活動基
準 2013（厚生労働省）充足率

最初に，表8に，強度別の身体活動量と座位時間の性差
に関する分析結果を示した．分析の結果，中等度身体活動

量と座位時間に有意な性差は認められなかったが，歩行に
よる身体活動量では女性の方が，高強度身体活動量と総身
体活動量では反対に男性の方が，それぞれ有意に高かった．
総身体活動量の中央値は，男性にて16.2 METs・時 / 週，
そして，女性にて13.0 METs・時 / 週を示した．

また，表9に，身体活動レベルの区分および身体活動基
準充足者の分析結果を示した．分析の結果，総身体活動
量が10 METs･ 時 / 週未満の「低身体活動者」率は女性
で高く，50 METs･ 時 / 週以上もしくは総高強度身体活
動量が25 METs･ 時 / 週以上の「高身体活動者」率は男
性で高く，さらに，健康づくりのための身体活動基準23 

図２. 体育授業における学び（「実技と講義の両方」）に関する
 回答内容の共起ネットワーク（n=2,015）

図３. 体育授業における学び（「講義のみ」）に関する
 回答内容の共起ネットワーク（n=930）

表8.　性による身体活動量と座位時間の平均値およびt検定結果

表9.　運動部に所属しない学生の身体活動レベルと身体活動基準充足率およびχ2分析結果
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METs･ 時 / 週の充足率は男性で高かった．低身体活動者
にも高身体活動者にも該当しない「中等度身体活動者」に
は有意な性差は認められなかった．

授業形態および授業形式による身体活動の差異
続いて，表10は，強度別の身体活動量および座位時間

を従属変数にした，授業形態（同時双方向型，オンデマン
ド型）×授業形式（実技と講義の両方，講義のみ）の二要因
分散分析の結果を示したものである．男女で交互作用の有
無に差異はあるものの，概して以下の結果が示された．す
なわち，オンデマンド型では授業形式（「実技と講義の両方」
と「講義のみ」）による差異は認められず，一方，同時双方
向型では「講義のみ」より「実技と講義の両方」が高い身
体活動量と短い座位時間であった．

授業形態と授業形式による影響は，PBS-FYPE と IPAQ
で異なる様相を示したため，IPAQ「歩行」，「総身体活動量」
および PBS-FYPE「体力・身体活動」における単純主効
果結果を比較した（図4）．両者の最も大きな違いは，オン
デマンド型における「講義のみ」が PBS-FYPE では「講
義と実技の両方」よりも有意に低い一方で，IPAQ では両
者に差異のない点であった．

考　察

本研究の目的は，新型コロナウイルス感染症第1波の流
行直後における体育授業の受講に伴う学修成果，とりわけ
主観的恩恵評価や身体活動量について，受講形態等を踏ま
えて明らかにすることであった．

最初に，本研究では Web ベースの調査により全国のほ
ぼすべての地域の約6,000名の対象者から回答が収集され
た．従来の質問紙による調査法に比べ，本方法は質・量と
も豊かな回答が得られることが期待されるものの，教示文
や尺度項目を読まずに回答するといった努力の最小限化を
伴う回答行動がなされ，データの質を著しく低下させ，そ
のデータから得られた推論の妥当性を毀損する可能性が指
摘されている（三浦・小林 , 2018）．このことを危惧し，本
研究では調査項目に2つの DQS を含め，いずれかの項目
に該当する場合は分析データから省き，データの質を担保
することに務めた．

対象者の特徴，受講態度および授業形態について
対象者の属性について主要な点を述べると，まず対象者

は女性に比べ男性の割合が少々高く，初年次生はおよそ9

表10.　授業形態と授業形式による身体活動および座位時間の平均値および2要因分散分析結果（運動部所に所属しない学生対象）

図４.　IPAQ「歩行」，「総身体活動量」と PBS-FYPE「体力・身体活動」における単純主効果検定結果
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割を占めた．対象者の在籍する大学は，関東，関西地域が
比較的多かった．また，運動行動の変容段階では準備期の
割合が最多であること，そして，健康の自己評価では程度
によらず健康であると評価する者が8割程度であった．こ
れらは，関連変数を扱った先行研究（荒井ほか，2009；門田，
2002；安永ほか，2009）と比して若干の違いはあるものの，
対象者が偏った属性にないことを示唆している．

次いで，体育授業の受講態度について，受講に際して不
安を抱いた対象者は約2割に留まった．不安の内容に関し
ては，' ネット環境が悪く内容を把握できない不安 '，' 遠
隔授業（オンライン）として体育や運動ができるかどうかの
不安 '，' 家では十分なスペースをとれない不安 '，' 対面授
業に比べて質や量が劣る授業を受けることへの不安 '，' ど
のように成績評価がなされるかの不安 '，そして，' 映像で
やり方を教わっただけで，実践をしていないため本当にで
きないことの不安 ' など幅広い不安内容が散見された．今
期は授業形態の変更や実技種目の変更などが生じ，不安を
抱き授業に出席した対象者が多いことを推測していたが，
反して，不安を抱いた学生の割合はさほど高くなかった．
このことは，多数の他科目でも同様の授業形態の変更が余
儀なくされたこととも相まって，受講者は体育授業にこと
さら不安を感じなかった可能性が考えられる．加えて，大
半の大学ではシラバスを変更した上で授業を実施しており

（全国大学体育連合，2020），履修者はそれらの情報を事
前に確認できたことが不安感の低さに影響を及ぼしたかも
しれない．他方，本研究の調査時期は，授業受講後のタイ
ミングであったことから当初の不安を克服できたことや，
また不安への慣れが生じたこと等により不安の見積もりが
低くなった可能性が強いと考えられる．さらに，体育授業
の受講における積極的態度が7割を下回ったことはシラバ
スにより期待した授業を受講できないことが判明し，積極
的な学習に至らなかったことなど，影響が及んだものと考
えられる．加えて，受講満足度の平均値は5点満点中2.92（ど
ちらとも言えない =3）となり，著しく低値を示したと解釈
した．類似の設問によって授業満足度を確認した先行研究
では，一般講義科目や英語科目などにおいて3.59および
3.67（島田，2017），3.75程度（工藤ほか，2006），3.77（斉
田，2012）など概ね3点台後半を示している一方，体育授
業では3.96および4.05（奈良，2004），4.10程度（工藤ほか，
2006），4.50程度（西脇ほか，2014）など概ね4点台前半か
ら中盤の平均値が示されている．今期の授業満足度は，受
講者の期待や授業形態や授業形式，そして学修成果などが
複合的に影響し，上記の値を著しく下回ったと考えられる．
ただし，本値はあくまで今期の授業の総合的な受講満足度
であり，授業形態や授業形式毎に区分して算出した場合は

異なる値となるため慎重な解釈を要する．
さらに，授業形態については，ほぼ全回，遠隔授業とし

て実施された割合は87.5% となり，遠隔授業の形態が圧
倒的に多い実態が明らかとなった．大学等の授業実施状況
については，国立大学にて同年5月時点では約9割が全面
的に遠隔授業を実施し，その後の6月時点は約7割，そし
て7月時点は約4割と全面遠隔授業の割合は徐々に減少し
たことが報告されているが（文部科学省，2020），体育授
業はこの報告とは異なり，前期は遠隔授業が継続実施され
たと考えられる．

授業形式については，「実技と講義の両方」を受講した
割合と「講義のみ」を受講した割合がそれぞれ3割程度と
なった．体育授業は，実技・実習科目として実施されるが，
遠隔授業として実施する上では道具や場所などの制約を強
く受けるため，全回にわたって実技のみによる授業展開が
難しい面があったと推察される．なお，遠隔授業が続く中
で，自宅にある衣類を用いてボールを工面する方法や運動
スキルの特定の要素を抜き出して限られた場にて実技を実
施する方法も紹介され始めており（e.g. 小谷 , 2020），今後
の様々な実践上の工夫を理解することで遠隔授業における
体育授業の学修の幅が広がり，またそれらが深まるものと
考える．

最後に，授業内容としては，トレーニング系の種目の実
施が突出して多い結果となった．タオルやペットボトルな
ど身の回りにある道具や自重を使って，比較的限られた場
所にて，個々人に応じた様々なトレーニングを安全かつ効
率的に実施可能なことから，多くの授業で採用されたと考
えられる．不要不急の外出を控え，運動不足が進む状況に
おいて，体育授業および授業外での学修として一層重要な
内容であると捉えられる．

授業形態，授業形式および授業内容に伴う主観的恩恵
最初に体育授業の受講に伴う学修成果として，主観的恩

恵を検討した結果，全体得点と各下位尺度のすべてにて，
標準値との間に有意な差異が確認され，本研究の値が低
かった．全体得点は標準値の約65% 程度を示し，本研究
の値が著しく低い値であったことが明らかにされた．また，
PBS-FYPE の「協同プレー」にて本研究の値は標準値の5
割未満となり，標準値との差が最大となった．続いて，「運
動スキル」，「ストレス対処」，「体力・身体活動」は標準値
の6～7割程度であることが判明した．「規則的な生活習慣」
は，標準値と遜色の無い9割程度の値が示された．これら
のことから，大別して以下2つの問題が懸念される．第1に，
体育授業での主観的恩恵の修得は単なる科目の学びばかり
でなく，学生個人と大学生活における適合性から理解され
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る適応感へと影響を及ぼすことが明らかにされている．今
期の体育授業にて，「協同プレー」の学びが従来の半分に
も満たなかったことは大学生活にて周囲に溶け込めている
ことや周囲と楽しい時間を共有していることといった「居
心地の良さの感覚」や周りから頼られ必要とされていると
感じる「被信頼・受容感」（大久保，2005）へのポジティ
ブな影響も弱まる可能性があり，このことは大学生活での
友だちづくりが促進されず休退学の予防や卒業後の社会的
適応などに有効に機能しないことが懸念される．第2に，
一般に，大学等の高等教育機関の学びは最終的な学修機会
であるため，体育やスポーツに関する学びについても初等
中等教育を経た最後の砦となる．大学体育の本来の学修が
不足し，運動スキルや協同プレーなどに関する学ぶべき重
要な内容を満足に学べなかったことは，在学中ないしは卒
業後にわたる運動やスポーツの実践のみならず，スポーツ
観戦，さらにはスポーツボランティア等といった多様な形
でのスポーツ参画にネガティブな影響を及ぼす可能性があ
り，第2期スポーツ基本計画（文部科学省，2017）に示され
る「一億総スポーツ社会」の実現のブレーキとなることも
懸念される．この点は，ポストコロナ期にて学生にスポー
ツの価値を学び直すための機会を提供するなど，何らかの
フォローアップが必要と考える．

次に，授業形態（同時双方向型，オンデマンド型）と授
業形式（実技と講義の両方，講義のみ）を独立変数とした
解析の結果，「運動スキル」，「協同プレー」，「体力・身体
活動」，そして全体得点に共通する結果が確認された．す
なわち，「実技と講義の両方」および「講義のみ」のいず
れの形式においてもオンデマンド型に比べ同時双方向型が
高値であった．従来の対面授業に比べ遠隔授業の実施には
種々の難しさが存在するが，同時双方向型により体育授業
を実施することの有効性を示した結果と解釈できる．実技
や講義の詳細な説明を加えた資料や動画などを備えたオン
デマンド型では，それらを学ぶ過程の努力は学習者に委ね
られている．一方，同時双方向型では受講者の授業の取組
みを PC 画面にて確認できるように設定でき，学びの過程
の随所にて教員や他の受講者から実技や講義への取組みに
関するフィードバックを得ることも可能である．このこと
から，同時双方向型は学習者の学びと学びに対する動機づ
けを少なからず後押しできる機会と考えた．加えて，「ス
トレス対処」，「規則的な生活習慣」は，オンデマンド型に
比べ同時双方向型における得点が高く，また講義のみに比
べ実技と講義の両方の得点が高かった．同時双方向型によ
る主観的恩恵の高さは前述した理由と同一であると考えら
れる．さらに，講義形式のみの授業では，体育授業の主観
的恩恵を高く見積もることは困難な面があり，実技による

学びを含めて授業を実施できれば効果を一層高められるこ
とが確認された結果と考えられる．

最後に授業内容を含めた検討を行った．授業内容は球技
系（サッカー，バレーボールなど）やラケット系（卓球，バ
ドミントンなど）といった8つの系にまとめ，受講状況を
尋ねたところ，対象者の1割以上を占めたのは2つの系（ト
レーニング系および体操・ダンス系）のみであったため，4
つの授業形態との組合せから主観的恩恵を検討した．授業
内容（実技種目）による主観的恩恵は関心が寄せられる点
であるが，前述したとおり，コロナ禍での運動は道具の使
用や実施人数，実施場所，さらに相手とのコンタクトの有
無など様々な制約が課され限定的であり，またそもそも実
技種目を受講しなかった割合も高かったことから，すべて
の実技種目毎に検証することは控えた．なお，トレーニン
グ系種目は，比較的狭いスペースにて道具を用いずとも安
全かつ容易に実施可能な種目のため，実技種目として多く
採用されたと考えられる．結果については，総じて「同時
双方向型かつトレーニング系種目」の主観的恩恵が高いこ
とが確認された．「同時双方向型かつトレーニング系種目」
では，他の下位尺度に比べ「運動スキル」にてその他の2
つの種目より顕著に高値であった．トレーニング系種目を
実施したとしてもオンデマンド型ではトレーニングの方法
やコツなどの理解が表面的であった可能性が考えられる．
また，「体力・身体活動」は標準得点と唯一近似しており，
対象者は通常時に引けを取らない主観的恩恵が得られたと
解釈できる．また，わずかながら「協同プレー」も修得さ
れた．「協同プレー」は，集団種目に比べ個人種目の値が
低いこと（西田ほか，2016）が示されている．トレーニン
グ系種目も個人種目に該当するものの，同時双方向型では
複数のセッションにグループ分けし，他の受講生や教員と
共に短時間でもコミュニケーションを図りながら一緒にト
レーニングを行う方法などを駆使することで遠隔授業にお
ける不安や孤独，閉塞感を和らげ，さらに授業内の友だち
づくりを補完できるかもしれない．

授業形態および授業形式による主観的恩恵と受講満足
度との関連

授業形態および授業形式による主観的恩恵と受講満足度
との関連について検討を行った．PBS-FYPE の他4下位尺
度を制御して，それらの影響を取り除いた偏相関をみたと
ころ，大部分はほとんど相関なしと判断される値であった
が，「ストレス対処」でのみ弱い相関が確認された．また，
いずれの授業形態でも講義のみに比べ実技と講義の両方の
値が僅かに高かった．「ストレス対処」は，体育授業での
ストレスのたまった気分のリフレッシュやわくわくした気
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持ちの喚起について尋ねている．コロナ禍のメディアでは，
感染にまつわるニュースばかりが繰り返し報道され，また
様々な活動の自粛が余儀なくされ，日々の気持ちも暗く沈
みがちになる．実際，2020年度前期にわが国の1万名以上
を対象として K6（Kessler Psychological Distress Scale）
により抑うつ状態を測定した Yamamoto et al.（2020）に
よると，「要注意判定」の割合は40歳以上で10.6%，65歳
以上で2.2% を示したのに対し，18～19歳では21 .7% を
示した．この結果からも若年者の心の健康の悪化が示唆さ
れている．また，コロナ禍ではネガティブな気分の気晴ら
しとなる行動やイベントの機会も制限される．加えて，通
学機会の減少等から通常よりも身体活動量が低くなる傾向
も考えられる．以上のような状況にて体育授業で自身のス
トレスをマネジメントし，またポジティブな感情を喚起で
きた者ほど，授業満足度が高くなったと推察できる．この
ことは，講義のみよりも実技を含めた授業において僅かな
がら有効であった．

以上のように，遠隔での体育授業における受講満足度を
高めるポイントの1つが浮き彫りになったことは非常に興
味深く，これからのコロナ禍の体育授業設計の重要な着眼
点となると考えた．

体育授業における学びの質的回答
体育授業における学びのテキストデータを解析したと

ころ以下が示された．「実技と講義の両方」と「講義のみ」
のいずれの授業形式からも共通して抽出された内容は，「室
内（家）でできる運動の方法」と「様々なスポーツの歴史や
ルール」であり，対象者は自宅等の室内における運動方法
や知識に関して多くの学びを得たことが推察される．また，
両群にて異なる内容として，「実技と講義の両方」では，「健
康的な生活（運動）習慣を考える機会」，「体を動かすことの
楽しさ」，「体や筋肉の仕組み」，「遠隔より対面で実技（体
育授業）が出来ることの良さ」，「筋力トレーニングのやり
方」，「普段行わない運動」が得られ，とりわけ，実践の方
法や実践後に得られる学びが深まったことが読み取れる．
一方，「講義のみ」は，「体を動かすことの大切さ」，「健康
の維持増進」，「自分で調べて学ぶこと」，「レポート課題」
が抽出され，とくに，実践の大切さや講義の学習方法を学
べたと捉えていると解釈できる．これらに関して，中山ほ
か（2012）は体育授業を受講し終えた学生を対象として体
育授業にて得られたものを調査し，「友達，授業での楽しさ，
気晴らし，運動量，日常生活が楽しくなった」の項目にて
学びが多かったことを示している．このことについて，「実
技と講義の両方」と比較すると，「実践後に得られる学び」
という点では類似しているが，「友人や仲間づくり」といっ

た学生同士の協同学習より得られる学びという点では相違
があると言える．さらに，体育授業にて友達と授業での楽
しさを得た学生は，大学生活の充実感を高める可能性を示
唆しており（中山ほか，2012），対面による体育授業を受
講できなかったことは，大学生活の充実感にも悪影響を及
ぼす可能性がある．また，卒業生を対象に教養体育の学修
成果を明らかにするため，小林ほか（2016）は自由記述の
解析を行い，「大学の体育は高校と異なり男女共修だった
り，他学部生と一緒だったりして，楽しく運動でき，友達
もできた」，「筋力トレーニングやストレッチングの方法を
学び，卒業後の運動習慣や健康に役立っている」などの結
果を得ている．この結果は，本研究の「実技と講義の両方」
において抽出された「筋力トレーニングのやり方」と同様
の結果となったが，遠隔授業では，友人関係の構築による
学びは得られない可能性が示唆された．これらより，今後
は，遠隔授業において友人関係の構築を促進させるような
授業の工夫を含めることも必要になろう．

プレコロナ期との身体活動の比較
国内では，COVID-19流行前の2020年2月上旬と比べて，

4月の第1回目緊急事態宣言下で国民の歩数が30% 減少し，
座位時間の増加と，中高強度身体活動時間の減少が報告さ
れている（天笠ほか，早期公開中）．オンライン授業中心の
生活を余儀なくされた大学生の身体活動状況を把握するこ
とは，今後の健康施策や体育授業を検討する上で，重要な
示唆を与えるものと思われる．

IPAQ による調査から，本研究対象者の歩行による身体
活動量は女性の方が高いものの，高強度身体活動量は男性
の方が高く，総身体活動量では男性が女性より高いことが
わかった．この結果は，IPAQ Scoring Protocol (2005 ) に
よる身体活動水準区分における低身体活動者率が女性で高
く，高強度身体活動者率が男性で高いことにも反映されて
いた．さらに，健康づくりのための身体活動基準2013（厚
生労働省，2013）の提示する23 METs･ 時 / 週の充足率も
男性で高いことがわかった．低身体活動者率が女性で高い
ことは，小学校教員の身体活動量を IPAQ で調査した先
行研究（西田，2018）の結果を追認するものであった．そ
の一方で，中等度身体活動者が男性に多かった先行研究（西
田，2018）と異なり，本研究では高強度身体活動者が男性
に多かった．これには，研究対象者の世代の違いによる影
響が考えられる．すなわち，平均年齢が42歳の西田（2018）
の研究対象者よりも若い本研究の大学生世代では，中等度
よりも高強度の身体活動量の多寡が総身体活動量を決める
要因であることが示唆される．

日本人大学生対象の IPAQ を用いた大規模な身体活動
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調査研究はこれまで行われておらず，5千名超の大学生対
象の本研究は極めて貴重なデータを提供するものである．
本研究と同じく IPAQ-SV で大学生の身体活動量を調査し
た山津ほかによる一連の研究データ（山津・堀内，2010；
山津ほか，2012；男子345名，女子497名，合計842名）
によると，男女別の各身体活動量は以下のように計算され
た（男子：歩行7.9，中等度8.7，高強度31.2，総身体活動
48.1；女子：歩行13.0，中等度8.8，高強度14.3，総身体
活動35.6；単位はすべて METs･ 時 / 週）．これを仮の基
準値とすると，コロナ禍における本研究対象の大学生の身
体活動量は，男性では歩行±0%，中等度 -33%，高強度
-47%，総身体活動量 -37% であり，女性では歩行 -25%，
中等度 -41%，高強度 -25%，総身体活動量 -28% であっ
た．従って，プレコロナ期と比較して，総身体活動量は男
性で4割，女性で3割の減少が生じたことが明らかとなった．
本研究対象者の中央値は男性16.2 METs･ 時 / 週，女性
13.0 METs･ 時 / 週であったことからも，コロナ禍におい
て男女ともわが国の身体活動基準23 METs･ 時 / 週を大
きく下回る学生の増加した実態も明らかになった．

近年，健康への負の影響が運動不足とともに確実視され
ている座位時間について，本研究の大学生の平均値は男性
8.2時間，女性8.3時間であり，性差はなかった．しかし，
男女ともその平均値は，死亡リスクの増加し始める座位時
間とされる8時間（van der Ploeg, 2012）を越えている現
状にあることがわかった．本研究と同じく IPAQ-SV で大
学生の座位時間を調査した森村（2019）の研究では，大学
生平均以上の運動習慣者（運動上位群）の座位時間は6.6時
間 / 日，平均以下の運動習慣者（運動下位群）のそれは8.6
時間 / 日であり，本研究対象大学生の座位時間はコロナ前
における運動習慣のない群に近い座位時間であることがわ
かった．

以上のように，コロナ禍における大学生の身体活動およ
び座位時間に関する状況は，極めて深刻な状況にあったこ
とが本研究から明らかとなった．

授業形態および授業形式による身体活動の差異
身体活動および座位時間を，授業形態（同時双方向型，

オンデマンド型）×授業形式（実技と講義の両方，講義のみ）
の二要因分散分析から解析した結果，オンデマンド型では
授業形式（「実技と講義の両方」と「講義のみ」）による差異
は認められず，一方，同時双方向型では「講義のみ」より「実
技と講義の両方」の方が高い身体活動量と短い座位時間で
あった．すなわち，主観的恩恵において示された授業形態
と授業形式の影響とは異なる様相が， IPAQ では示された

（図4）．別の言い方をすれば，講義に ' 実技 ' を加えること

の効果は，同時双方向型でのみ発揮されたことが示された．
これは，運動・スポーツ実践によるメンタルヘルスへの効
果が1人で行うよりも他者とともに行う方が明らかに高い
との研究結果（Takeda et al., 2015）とも一致する．すなわ
ち，オンデマンド型授業で講義に加えて実技を行っても，
それは PC 画面に映る教員と自分の閉鎖したライブ感のな
い空間での活動である．一方で，同時双方向型授業では安
全管理上の理由から，受講者全員がカメラをオンにして大
勢と顔を合わせながら運動を実践する場合が多かったこと
が報告されている（慶應義塾大学体育研究所，2021）．全
国的に閉塞感の漂うコロナ禍にあって，オンラインによる
授業であっても体育は，他者と同時に身体を動かしながら
互いを感じるライブ感ある瞬間の創出に貢献できたという
ことができる．

授業形態および授業形式による IPAQ「歩行および総
身体活動量」と PBS-FYPE「体力 ･ 身体活動」の結
果の相違

授業形態および授業形式による IPAQ と PBS-FYPE の
最も異なる結果の相違は，PBS-FYPE ではオンデマンド
型における「講義のみ」が「講義と実技の両方」よりも有
意に低い一方で，IPAQ では両群に差異のない点であった

（図4）．この矛盾した結果の理由として，まず，両尺度が
捉えようとする身体活動の「強度の違い」と「実施時間帯
の違い」が考えられる．すなわち，PBS-FYPE「体力・身
体活動」の6項目は，' これまでよりも体力が高まった '，'
へとへとになるまで運動した ' など，比較的高い強度の主
として授業時間内の運動を想起するものである．これに対
し，IPAQ における歩行はそれよりも低い強度の活動であ
るとともに，オンライン授業内ではなく授業外の日常生活
における活動である．

授業形態および授業形式による IPAQ と PBS-FYPE の
結果の差異についてのもう1つの理由は，オンデマンド型

「講義のみ」の授業が，授業時間外の日常における歩数減
少を特異的に抑制した可能性である．米英豪におけるコロ
ナ禍の都市封鎖後，国民の身体活動関連のインターネット
検索件数が急激に高まったこと（Ding et al., 2020）や，日
本でも2020年4月16日の緊急事態宣言後に「運動不足」
の検索件数が過去最高となったこと（天笠ほか，早期公開
中）は，コロナ禍における健康意識の高まりを示唆してい
る．そのような中，オンデマンド型「講義のみ」の授業は，
自己の健康や身体活動に関する情報を繰り返し時間をかけ
て得ることができ，そのことが歩行を軸とした身体活動量
の減少抑制に影響を及ぼした可能性も考えられる．
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本研究の限界と今後の課題
本研究の限界と今後の課題について以下に述べる．第

一に，本研究では北海道地域を除く全国各地域のデータが
揃ったが，対象者の割合は各地域人口を考慮したものでは
ない．緊急事態宣言の対象地域の指定や解除（条件付き解
除）は全国一斉ではなかったことから，コロナの行政対応
には地域差があり，各地域の大学等のコロナ対応も一様で
はなかった．よって，本研究の結果は，対象者の多い地域
の実情を比較的強く反映している恐れがある．あわせて，
大学の規模や学生数等により受講実態に違いがあり，学修
成果に影響を及ぼす可能性もあることから結果の解釈はこ
れらの点を念頭に置く必要があると考えられる．今後は
特定の地域に限定しサンプリングを行う研究も必要であろ
う．

第二に，本研究は体育授業の学修成果として主観的恩
恵（PBS-FYPE）と身体活動（IPAQ）に焦点をあてて検証し
た．使用した尺度は信頼性や妥当性を十分に備えた有用な
指標であるものの，コロナ禍における体育授業の特有の学
びを十分に捉えきれたかは疑問が残る．緊急の対応によっ
て講義や講義を一部含む授業形式へと変更されたことによ
り，たとえば運動やスポーツ，健康などに関する科学的知
識や体育特有の理論，そして何より ICT の利活用により，
これまで以上に豊かな内容を学修した可能性さえ考えられ
る．今後は，体育授業における新しい学びを汲み取れる定
量的な測定指標の開発も望まれる．

第三に，身体活動は多様な要因や個人特性が反映される
ため，本研究における IPAQ による身体活動評価が体育授
業の影響だけを反映しているとは言い切れない点，そして
対象者の日常の身体活動を十分に把握できていない点も，
本研究の限界といえる．

そして，最後に，ニューノーマルの体育授業を想像する
と，対面や遠隔といった形態だけでなく，授業の目的や教
育効果等にあわせて対面授業とデジタル技術を活用した遠
隔授業などを組み合わせた授業による恩恵をも評価する必
要がある．先の方法で反転授業や DX 化を一層推進し，こ
れまで以上の高い学修成果を達成できる可能性がある．と
くに，動画等でスポーツの動作やフォーメーション，ルー
ルなどを視覚的に学修した上で，当該の実技に取り組み，
さらに動画等にて小集団でのふり返りを行い，自発的な学
びや気づきを効果的に導くことのできる可能性が考えられ
る．

以上の限界と今後のいくつかの課題を残しているが，現
段階では本研究ほど大きなサンプルを扱い，事細かに体育
授業の学修成果を検証した研究は見当たらない．よって，
本研究は今後の VUCA の時代における実効性のある体育

授業を設計するための極めて重要な資料になると思われ
る．
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本研究の目的は，新型コロナウイルス感染症流行第１波直後における体育授業の受講に伴う学修成果，とりわけ主観的恩
恵や身体活動について，授業形態と授業形式を踏まえて明らかにすることであった．体育を専攻しない大学生5,719名を対
象に，2020年7-8月に Web による調査を行った．調査内容は，運動部活動所属の有無や性別などの基本的属性のほか，体
育授業の受講状況や満足度，初年次体育授業の主観的恩恵評価尺度（Perceived Benefits Scale in university First-Year 
PE classes： 以 下，PBS-FYPE）（西 田 ほ か，2017），IPAQ-SV（the Japanese version of the International Physical 
Activity Questionnaire-Short Version）日本語版（村瀬ほか，2002），体育授業での学びに関する自由記述であった．その結果，
受講満足度は5段階評価の2.92点，主観的恩恵は尺度基準値の65%，とくに，「協同プレーの価値理解」は基準値の5割未満
と，コロナ前の大学体育授業よりも顕著に低い値であった．運動部所属者以外の総身体活動量の平均値は，先行研究基準値
より男子で37%，女子で28% 低く，中央値は健康づくりのための身体活動基準2013（厚生労働省，2013）の23 METs・時
/ 週を大きく下回っていた．2元配置分散分析の結果，大部分の下位尺度にて，授業形態と授業形式の交互作用が有意であった．
また，PBS-FYPE のいくつかの下位尺度ではオンデマンド型より同時双方向型の形態の方が，講義のみより実技と講義の両
方の形式の方が，ともに高い主観的恩恵を示した．身体活動については，オンデマンド型での授業形式の差異は認められなかっ
た一方で，同時双方向型では講義のみよりも実技と講義の両方を行う授業の方が，有意に高かった．コロナ禍の体育授業で
の学びに関する自由記述のテキストマイニング分析から，オンライン授業を通じて，室内にて可能となる正しい運動方法や
健康的な生活習慣を考える機会についての学修がなされたことが明らかになった．結論として，コロナ禍のオンライン体育
授業の学修成果は，学生の受講満足度，主観的恩恵，身体活動量のすべてにおいてプレコロナ期の結果と比べて著しく低い
ことが明らかになった．また，オンデマンド型よりも同時双方向型の授業形態が，講義のみよりも実技と講義の両方の授業
形式が，高い学修成果をもたらすことが示唆された．
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